
(1) 男女共同参画に向けた意識づくり

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

市民環境課

・随時、人権擁護委員による人権相談を実施した。
・人権相談所を毎月１回開設した。
・小学生を対象に、人権擁護委員による「人権の花運動」を実
施した。【盛小・大船渡小】
※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、物品の提供のみ
・12月上旬、介護サービス利用者に人権擁護委員により人権
啓発物品を配布した。
※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、物品の提供のみ
・12月４日～10日の「人権週間」に合わせ12月5日に特設人
権相談所を開設した。

成果維持

今後においても啓発活
動を通じて人権意識の
高揚を図り、男女双方の
立場の尊重と理解を深
める。

【参考】
関係団体

等

《人権擁護委員》
盛岡地方法務局水沢支局における男女共同参画委員の活
動として、デートＤＶ防止の啓発パンフレットを大船渡高校及
び大船渡東高校の１年生と、気仙光陵支援学校の児童生徒
の保護者に対して配布した。

 第４次大船渡市男女共同参画行動計画取組状況【令和３年度】

基本目標１　一人ひとりが尊重されるまち　　　　　　　　　（計画期間：平成30年度～令和４年度）

　①　男女共同参画に関する啓発の推進

1 人権擁護事業
人権擁護委員による街頭啓
発などを行う。

参考資料１
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

2

男女共同参画
「 い き い き 講
座」、「いきい
き 出 前 講 座 」
開催事業

男女共同参画に関する講
座を通して、男女共同参画
について考える機会を市民
に提供する。

男女共同参
画室

・市職員を対象に、「多様な性（LGBTQ+）」をテーマとした講
座を11月16日に開催した。
　【39人参加】
・働く女性を対象とした、ワーク・ライフ・バランスなどの就労に
関する講座の開催に向けて調整したが、新型コロナウイルス
感染拡大による岩手緊急事態宣言が発せられたことにより、
実施を見合わせた。

拡充・拡大

受講者の興味や参加意
識を向上させるための
テーマ選定などに留意
するとともに、コロナ禍に
おける講座の開催方法
を工夫する。
また、得た知識などを参
加者だけではなく、事業
所内で共有することが必
要であるため、継続して
開催する必要がある。

　②　男女共同参画に関する情報の収集と提供

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

3
男女共同参画
に関する情報
の収集

国・県や関係機関・団体が
開催する研修などへの参加
及び各種資料などから情報
を収集する。

男女共同参
画室

・岩手県、岩手大学、（独） 国立女性教育会館などが実施す
る各種研修会などの開催情報を市ホームページに掲載した。
・市職員（１人）が、いわて男女共同参画サポーター養成講座
などの各種研修会を受講した。
・11月16日に実施した出前講座や研修会の資料について、
庁内全般で情報共有を図った。

拡充・拡大

市職員の受講機会を十
分に確保するとともに、
研修内容により、関係部
署へ周知し、市職員の
意識向上を図る。

4

市広報紙への
男女共同参画
に関する情報
掲載

年２回程度、男女共同参画
サポーターの協力のもと、市
広報紙へ男女共同参画情
報を周知する「いきいきコー
ナー」を設けるほか、随時、
男女共同参画に関する情
報を掲載する。

男女共同参
画室

・市広報紙（6月7日号）に、「男女共同参画関連図書展」や岩
手県事業となるサポーター養成講座及びフェスティバル2021
などの情報を、また、「いきいき通信」に、男女共同参画に関
する市内活動団体の活動状況や、関連情報などを掲載し
た。

成果維持

市内で活動している団
体などの情報とともに、
適時適切な関係情報を
提供する。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

5

市ホームペー
ジへの男女共
同参画に関す
る情報掲載

市 の ホ ー ム ペ ー ジ を 通 じ
て、男女共同参画に関する
情報を提供する。

男女共同参
画室

・各種研修会やセミナー及びイベントの開催情報について、
チラシを掲載するなど、周知方法を工夫した。

拡充・拡大

住田町を始め近隣市町
の関連イベントなどの情
報掲載について、広域
連携による相乗効果を
図る観点で検討する。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

6
家庭教育学級
開催事業

家庭教育に関する講座など
を開催する。

中央公民館

・食育や発達障がい、ゲーム依存など、家庭や地域の教育的
役割や子どもたちを取り巻く現代的な課題に関する学習会を
実施した。
　【家庭教育学級　６回実施　延べ515人参加】

成果維持

令和３年度は、新型コロ
ナウイルス感染拡大防
止の観点から、中止とし
た小中学校などが多
かったことから、コロナ禍
の環境変化に対応した
実施形態とする。

7
乳幼児学級開
催事業

乳幼児期の親子関係や子
育てについて学習する。

中央公民館 （令和元年度で事業終了） 終了・廃止

8
パパママ教室
開催事業

妊婦とその夫を対象に、妊
娠中から夫婦で協力して育
児する意識を高めるための
教室を開催する。

健康推進課

・6月、10月、1月に実施した。
・都合により教室に参加できない夫婦に個別指導を行った。
（６回）
　【参加　40組】

拡充・拡大

より多くの夫婦が協力し
て育児することについて
理解を深められるよう
に、参加定員を増やすと
ともに内容の充実を図
る。

(2) 男女共同参画を進める教育や学習機会の充実

　①　個性や違いを認め合える家庭教育の充実
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

学校教育課

・全ての小中学校において男女混合名簿を作成し、使用し
た。
・学校生活全般において、児童生徒の発達段階を考慮した
上で、個性を認め合いながら、相互に尊重する男女平等の
概念の啓発を図った。

成果維持

国の学習指導要領など
に基づき、必要に応じ
て、適時適切な教育を
実施する。

子ども課

・教育目標などに基づき、園児一人ひとりが大切な存在であ
ることを自覚し、互いに尊重し合う大切さを学ぶことができるよ
う適切な環境を与えて、その心身の発達を助長するよう図っ
た。

成果維持

保育・教育を行う中で幼
児の心身の発達を助長
させるとともに、男女平
等の概念につながるよ
う、発達段階を考慮しな
がら、個性を認めあい、
相互に尊重しあえる環
境づくりを実施する。

10
児童乳幼児ふ
れあい交流促
進事業

小学校５・６年生を対象に、
赤ちゃんふれあい体験学習
を実施する。

学校教育課

（平成30年度で事業終了）
※対象範囲が中学生までの県立大船渡病院及び大船渡保
健所で実施する同様の事業により、学習機会を確保してい
る。

終了・廃止

11
赤ちゃんふれ
あい体験学習
事業

高校生を対象に、赤ちゃん
とのふれあい体験学習を実
施する。

健康推進課 ・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、中止とした。 成果維持
感染対策を図りながら、
事業を推進する。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

12
生涯学習情報
提供事業

「生涯学習いきいきカレン
ダー」及び生涯学習情報を
市広報紙・ホームページに
掲載する。

生涯学習課
・４月と９月に生涯学習いきいきカレンダーを作成し、市ホー
ムページで公開するとともに、市ＬＩＮＥ公式アカウント内に常
時閲覧できるメニューを追加し、利便性向上を図った。

成果維持
ＳＮＳの活用など、積極
的な情報発信により、広
く周知を図る。

　②　個性や能力を尊重する男女平等教育の充実

9
幼児・児童・生
徒の男女平等
教育の充実

認定こども園や小中学校に
おいて男女平等教育を実施
する。

　③　男女共同参画の意識を高める生涯学習機会の充実
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

13

「大船渡市生
涯学習推進の
つ ど い 」 開 催
事業

生涯学習への意欲向上を
図るため、事例発表会や講
演会を開催する。

生涯学習課
・類似事業との共催を検討していたが、新型コロナウイルス感
染症の影響などにより開催できなかった。

縮小・減少

市広報紙などを活用し、
取組事例や活動報告を
周知することで、生涯学
習の普及と市民運動の
啓発を図る。

14
男女共同参画
関連図書展開
催事業

6月の男女共同参画月間・
週間に合わせて、図書展を
開催する。

男女共同参
画室

図書館

・6月12日～27日、市立図書館において、男女共同参画関連
図書70冊と、ワーク・ライフ・バランスやDVなどの啓発関連資
料を展示した。
　【開催期間中の図書館来館者数　2,411人】
（周知：市ホームページ、市広報紙、SNS、ポスター・チラシの
配架、報道機関・関係団体へのお知らせ）

成果維持

市民の意識向上を図る
ため、関心が高いテー
マ・分野の図書の選定
や周知方法などを検討
して実施する。

15
市民講座開催
事業

多様な分野の専門家による
講座を開催する。

中央公民館

・市民に気軽に学ぶ機会を提供するとともに、学びの成果の
共有・活用機会の拡充や、より高度な学習に係る情報を提供
することにより、学習意欲の喚起を図ることを目的とした講座
を実施した。
・コロナ禍における新たな生活様式を踏まえ、情報化、国際
化への対応やリカレント教育の視点を取り入れるなど、市民の
学習ニーズや地域課題に対応した講座を実施した。
　【初級英会話講座　全５回実施　延べ64人参加】
　【明治大学連携講座　５回実施　延べ95人参加】
　【市民ＩＴ講座　10回実施　延べ169人参加】

成果維持

連携協力協定を締結し
ている大学などと連携し
ながら、リカレント教育や
ＩＴなどの観点を取り入
れるなど、市民の学習
ニーズに対応した魅力
ある講座を実施する。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

16
在住外国人へ
の多言語化に
よる情報提供

市内在住外国人に生活情
報などを提供する。

観光交流推
進室

・新型コロナウイルス関連の情報や、県内で開催される外国
人向けイベント、各種相談会などの情報が掲載されたリーフ
レットなどを市施設窓口などに配架したほか、市国際交流協
会などへ情報提供した。

成果維持

大船渡市国際交流協会
と連携し、市内在住外国
人に必要な情報を提供
する。

　④　国際交流・多文化共生社会の推進
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

観光交流推
進室

・岩手県国際交流協会などと協力し、日本語サポーター養成
講座をオンライン開催した。

成果維持

大船渡市国際交流協会
と連携し、外国人との交
流イベントなどを実施す
る。

中央公民館

・国際化の進展に対応し、次代を担う子どもたちの国際コミュ
ニケーション能力の育成や、国際理解の促進に資することを
目的として、楽しみながら基礎的な英語を学び、異文化交流
を図る機会を提供した。
　【英語体験教室　２回実施　延べ60人参加】

成果維持

コロナ禍での開催とな
り、学習内容が制限され
る中での実施となるが、
感染対策を徹底しなが
ら、様々な体験ができる
よう学習内容を検討す
る。

外国語指導助手を招致し、
中学生への英語指導や小
学生との交流を行う。

学校教育課
・外国語指導助手４人を小中学校に派遣し、児童生徒の英語
によるコミュニケーション能力の向上と国際感覚の情勢を図っ
た。

成果維持

新型コロナウイルス収束
後、外国語指導助手を５
人体制に戻し、英語指
導などに当たる予定で
ある。

国際交流員を招致し、外国
人住民の環境向上やインバ
ウント観光への対応などを
図る。

観光交流推
進室

・ＳＮＳにより、国内外の外国人に向けた観光や魅力ある自然
などの情報を発信した。
・県のウェブサイトなどへ観光情報を掲載した。

成果維持

市内在住外国人の環境
向上に向けた検討を行
うとともに、国内外の外
国人に向けたSNSなどを
活用した観光情報の発
信を行い、インバウンド
観光の推進を図る。

17
多文化共生推
進事業

多文化共生への意識を啓
発するため、外国人との
交流イベントなどを実施
する。

18
外国青年招致
事業
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

1
審議会などへ
の女性の登用
促進

市の審議会や委員会委員
などへの女性登用に向け、
推薦依頼方法を見直すなど
しながら関係部署に働きか
ける。

男女共同参
画室

・令和3年4月1日現在、各種審議会等委員の女性委員登用
率は37.1％で、前年同時期より0.3ポイント上昇した。

拡充・拡大

委員の要件について、
機関・団体の長などに限
定されているものなどの
見直しを検討する。

R
3
追
加

大船渡市消防
委員会におけ
る女性委員の
登用促進

大船渡市消防委員会にお
ける委員の推薦方法を見直
すなどしながら、女性登用を
図るよう働きかける。

大船渡消防
署

・委員のうち、知識経験者の範囲において、消防団ＯＢにとら
われず女性委員の推薦を要望したところ、令和２年度から３
人の女性消防委員を登用している。

成果維持

委員の推薦要件につい
て見直しを図りつつ、女
性消防委員の登用を今
後も継続する。

男女共同参
画室

市民協働課

・協働のまちづくりに係る取組の先行地区である日頃市地区
において、より柔軟な地区運営を図るために設置された「ひこ
ろいち町まちづくり推進委員会」で、総会の構成員に各地域
の女性部長を加え、女性の視点に基づいた意見が反映され
る仕組みを整えた。
・各地区などにおいて、地区振興策のための住民ワークショッ
プなどを開催する際に、女性の参加や意見を得られるような
方法や工夫について助言した。

拡充・拡大
女性の積極的な運営参
画に向け、男女双方の
意識改革を図る。

生涯学習課
・男女がともに活躍できるよう、女性団体への活動支援などを
実施した。

成果維持
関係機関と連携して地
域活動団体などへ働き
かける。

2
地域や各種団
体における女
性参画の促進

地域活動や市民活動の運
営に関し、女性の意見や提
言を積極的に取り入れるとと
もに、地域組織などの役員
への女性登用を図るよう働
きかける。

基本目標２　男女がともに参画し合うまち

(1) 政策や方針決定過程への女性の参画促進

　①　各種審議会、委員会などへの女性参画の促進
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

男女共同参
画室

拡充・拡大

通知やSNSなどを活用
し、研修会などの情報を
随時提供することで、学
習機会の確保を図る。

商工課 成果維持

市ホームページに関係
情報を掲載し、男女の
公平な評価と待遇の促
進につながるよう周知を
行う。

総務課

・資質と能力に応じて管理職などを登用した。
　【R3.4.1現在、女性職員の管理職
    　　部長級11人中２人、課長級33人中５人、
　　　　課長補佐級70人中15人、係長級94人中28人
        全管理職208人中50人＝24.0％】
・女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画（第2期）を3
月に策定し、その中で女性の管理職などに占める割合の目
標値を設定し、取組を推進することとした。

成果維持
資質と能力に応じ、女性
職員の管理職などの登
用を進めていく。

4

市ホームペー
ジへの男女共
同参画に関す
る情報掲載(再
掲)

市ホームページを通じて、
男女共同参画に関する情
報を提供する。

男女共同参
画室

（基本目標１－（1）－①－№5に同じ）

　②　女性が参画しやすい環境づくりの促進

3
男女の公平な
評価と待遇の
促進

事業所などへ人材育成に関
する各種情報を提供すると
ともに、男女等しい研修機
会の確保などを呼びかける
ほか、資質と能力に応じた
公平な評価と待遇を促進す
る。

・市内女性団体や商工会議所へ男女共同参画に関する研修
会やセミナー、イベントなどの開催情報を提供するとともに、
市ホームページで周知した。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

5

男女共同参画
「 い き い き 講
座」、「いきい
き 出 前 講 座 」
開催事業（再
掲）

男女共同参画に関する講
座を通して、男女共同参画
について考える機会を市民
に提供する。

男女共同参
画室

（基本目標１－（1）－①－№2に同じ）

6

市広報紙への
男女共同参画
に関する情報
掲載（再掲）

年２回程度、男女共同参画
サポーターの協力のもと、市
広報紙へ男女共同参画情
報を周知する「いきいきコー
ナー」を設けるほか、随時、
男女共同参画に関する情
報を掲載する。

男女共同参
画室

（基本目標１－（1）－②－№4に同じ）

7
ロールモデル
ＰＲ事業

起業や就業、社会活動など
さまざまな分野で活躍する
女性の情報を収集し、周知
する。

男女共同参
画室

・「子ども食堂実行委員会」の活動を、市広報紙の「いきいき
通信」において、記事を掲載し、周知した。
・市広報紙と地元紙において、「田中地域公民館　田中サロ
ン」や「あかね詩の会」など、女性が中心となって活動してい
る団体を紹介した。
・岩手県作成のパンフレット「岩手で輝く女性たち」を男女共
同参画関連図書展において展示した。

拡充・拡大
ロールモデルの効果的
なPR方法などを検討す
る。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

8
市広報紙への
まちづくり活動
情報の掲載

市広報紙にまちづくり活動
に関する各種情報を掲載す
る。

市民協働課

・大船渡市市民活動支援センター（市の委託事業として特定
非営利活動法人おおふなと市民活動センターが運営）が、市
広報紙で毎月1回、「市民活動の輪」と題して市民活動団体
の紹介など、まちづくり活動に関する情報を提供した。
・市広報紙（8月20日号）で、ひころいち町まちづくり推進委員
会が設立された旨周知した。

成果維持
地区における住民主体
の取組が活発になるよう
情報提供を行う。

9

市民活動団体
のスキルアッ
プ研修会の開
催

市民活動団体の運営基盤
の強化や活動のスキルアッ
プを図るため、ニーズに合
わせた研修会を開催する。

市民協働課

・大船渡市市民活動支援セターが主催する、市民活動団体
向けの研修会「学ぼう会」について、ソーシャルディスタンスの
確保やリモートの活用など新型コロナウィルス感染症の拡大
防止策を講じつつ、開催した。
テーマ：「田中地域サロンから学ぶ近所付き合いがまちづく
り」、「防災意識を高めよう講座」など
　【全12回開催、のべ95人参加】

成果維持

社会情勢や地域の状
況、市民ニーズなどを踏
まえた内容となるよう継
続して実施する。

10
市民活動支援
事業

まちづくり団体などの活動
費の一部を助成する。

市民協働課

・大船渡市市民活動支援事業を実施し、市民団体などが実
施するまちづくりのための事業経費に対し、補助金の交付を
決定した。
　【対象事業11件、交付決定額3,004千円】

成果維持

本助成制度を含め、
様々な助成制度の情報
が集約されている大船
渡市市民活動支援セン
ターのホームページと市
ホームページをリンクす
るなど、周知拡大を図
る。

(2) まちづくりへの参画促進

　①　多様なまちづくり活動への支援
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

男女共同参
画室

・女性団体が実施するイベントや啓発活動などにおいて、配
布するチラシや啓発グッズなどの調達を支援した。
・岩手県男女共同参画センター作成の男女共同参画関連啓
発パネルについて、要望に応じて貸し出し可能であることを
周知し、活用を推進した。
・「いわて男女共同参画フェスティバル2021」がオンライン開
催となったことから、女性団体の要望を受け、基調講演の視
聴会を開催した。

成果維持

各種女性団体と連携し
つつ、要望に応じて、学
習機会の提供や活動の
支援を実施する。

生涯学習課
・地域婦人団体連絡協議会育成事業として、補助金を交付し
た。【１年度当たり 165千円】

成果維持

団体の活動状況を踏ま
えながら、補助金を含め
た支援内容を検討する
必要がある。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

12
生涯学習情報
提供事業（再
掲）

「生涯学習いきいきカレン
ダー」及び生涯学習情報を
市広報紙・ホームページに
掲載する。

生涯学習課 　　　　　　　（基本目標１－（2）－③－№12に同じ）

13
男女共同参画
サポーター育
成事業

県主催による男女共同参画
サポーター育成講座への参
加を支援する。

男女共同参
画室

・市広報紙の掲載及び市内女性団体や大船渡市男女共同
参画審議会委員などへの周知を経て、いわて男女共同参画
サポーター養成講座を市民4人が、サポーターとして認定さ
れている1人がスキルアップ講座を受講した。
・サポーター養成講座を受講した市民4人がサポーターとして
新たに認定され、市内の認定者が37人となった。
・市広報紙の「いきいき通信」において、記事を掲載し、来年
度の受講について周知した。

成果維持

オンライン開催により、
会場までの交通費の負
担がなくとも、サポー
ター認定を受けることが
可能となったが、通信環
境などにより受講できな
い方へ向けた支援（受
講会場の設置など）を検
討する。

11
女性団体への
活動支援

各種女性団体の学習や活
動を支援する。

　②　学習機会の提供と人材の育成
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

商工課 なし 成果維持
新型コロナウイルス収束
後の開催方法などにつ
いて検討する。

男女共同参
画室

・新型コロナウイルス感染症に係る岩手緊急事態宣言の解除
などを受けて、実施時期・講師などを検討したが、再度の緊
急宣言が発せられたことにより、実施を見合わせた。

拡充・拡大

社 会 情 勢 や 地 域 の 状
況、市民ニーズなどを踏
まえた内容となるよう検
討し、実施する。

15
学習成果発表
事業

働く婦人の家での学習成果
を「婦人の家まつり」で発表
する。

商工課
・新型コロナウイルス感染症の影響により、「婦人の家まつり」
を中止した。

拡充・拡大
今後の開催に向けた検
討を行う。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

16
生涯学習情報
提供事業（再
掲）

「生涯学習いきいきカレン
ダー」及び生涯学習情報を
市広報紙・ホームページに
掲載する。

生涯学習課 　　　　　　　（基本目標１－（2）－③－№12に同じ）

17

各種団体活動
における男女
共同参画の促
進

各種団体に対して、男女共
同参画に関する情報を提供
する。

男女共同参
画室

・市内女性団体や大船渡市民活動支援センターに対し、男
女共同参画に関する研修会やイベントなどの情報を積極的
に通知するとともに、市ホームページへ掲載するなど、広く周
知した。

成果維持
今後も広く情報を発信・
周知する。

18

地 域 コ ミ ュ ニ
テ ィ に お け る
男女共同参画
の促進

地域において、男女がとも
に能力や個性を生かしてあ
らゆる活動に参画するよう地
区・地域公民館などと連携
した意識啓発を図る。

男女共同参
画室

市民協働課

　　　　　　　（基本目標2－（1）－①－№2に同じ）

　③　地域活動における男女共同参画の推進

14 女性研修事業

女性が能力を十分に発揮
し、活躍するための職業生
活及び家庭生活に関する
講演会を開催する。

- 12 /35　-



№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

19
自主防災組織
における女性
参画の促進

自主防災組織の運営に関
し、役員への女性登用など
を図るよう各組織に働きかけ
る。

防災管理室

・市の防災訓練の際に、各自主防災組織においても独自訓
練を実施するよう働きかけを行っている。独自訓練では、女性
も参加し避難誘導や避難行動要支援者への声がけなどの訓
練が行われている。

拡充・拡大

防災士養成研修や自主
防災組織リーダー研修
会などへの参加を促
す。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

1
男女雇用機会
均等法などの
周知

男女雇用機会均等法や育
児・介護休業法について周
知する。

商工課
・各機関からの関係資料（リーフレット）を市民ホールに配架
し、周知した。

成果維持
市広報紙や市ホーム
ページを活用して周知
する。

総務課

・市の男性職員の育児、介護のための休暇及び育児休業を
以下のとおり承認した。（会計年度任用職員含む）
　　【配偶者の出産休暇取得者　８人】
　　【子の看護休暇取得者　８人】
　　【短期介護休暇取得者　４人】
　　【育児休業取得者　３人】
・正規職員について、不妊治療を行うための特別休暇を新設
するため、規則改正を行った。（R4.1.1施行）
・会計年度任用職員について、妊娠、出産、育児などと仕事
の両立を支援するため、以下の改正を行った。（R4.4.1施行）
①育児休業、部分休業、介護休暇、介護時間の取得要件緩
和（１年以上在籍要件の撤廃）
②産前・産後休暇の有給化
③不妊治療を行うための休暇、妻の出産立会いなどのため
の休暇、妻の産前産後期間における男性の育児参加休暇の
新設
・女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画（第2期）を3
月に策定し、その中で男性の育児休業取得率の目標値など
を設定し、取組を推進することとした。

拡充・拡大
対象者の把握と併せて

制度の周知を図る。

商工課
・市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの
関係資料を市民ホールなどに配架し、周知した。

成果維持

関係資料を市民ホール
などへ配架するほか、市
ホームぺージにおいて
周知する。

2

男性の積極的
な家事、育
児、介護など
への参加促進

男性の育児休暇や介護休
暇の取得などを呼びかける
ほか、男性の家事、育児、
介護などへの参画について
の情報を市ホームページな
どで周知する。

基本目標３　男女がともに支え合うまち　【女性の活躍推進計画】

(1) 働く場における男女の均等な機会と待遇の確保

　①　男女がともに働きやすい職場環境づくりの推進
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

2

(

続
き

）

男性の積極的
な家事、育
児、介護など
への参加促進
（続き）

男女共同参
画室

・男女共同参画関連図書展や、市内商業施設での啓発パネ
ル展において、リーフレットや関連図書を展示し、意識啓発を
図った。
　【展示期間　図書展6/12～27、パネル展9/21～10/4】
・市広報紙の「いきいき通信」において、男性の家事育児参
画に関する記事を掲載した。
・市主催の「お父さんといっしょ！ウインタークッキング」（健康
推進課主催）において、内閣府が推進する「”おとう飯”始めよ
う」キャンペーンを周知し、意識啓発を図った。

拡充・拡大

休暇を取得する当事者
だけではなく、職場など
における周囲の理解が
必要であることから、事
業所に対する周知方法
を検討する。

商工課
・市ホームページや市広報紙などに関係記事を掲載するとと
もに、各機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し、周
知した。

成果維持
市ホームページや市広
報紙において周知す
る。

男女共同参
画室

・男女共同参画関連図書展において、岩手県男女共同参画
センターが作成した啓発パネルや関連図書などを展示した。
【展示期間　6/12～27】
・市内商業施設において、男女共同参画関連パネル展を開
催し、啓発パネルと関連リーフレットを展示した。【展示期間
9/21～10/4】
・市内の高校（大船渡高校・大船渡東高校）において、啓発
パネルを展示し、意識啓発を図った。【展示期間　大高10/11
～13、東高11/17～29】

成果維持

ワーク・ライフ・バランス
の啓発パネルの展示や
リーフレットの配布など、
啓発の機会や方法を検
討し、広く周知を図る。

3

「ワーク・ライ
フ・バランス」
に関する意識
啓発

「仕事と生活の調和」につい
て、市広報紙やホームペー
ジで周知する。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

商工課
・市ホームページにおいて、「いわて女性活躍企業」、「いわ
て子育てにやさしい企業」、「えるぼし」及び「くるみん」などの
認定・認証を受けている企業を紹介した。

成果維持

市ホームページにおい
て、男女共同参画推進
に取り組む企業などを紹
介する。

男女共同参
画室

・男女共同参画関連図書展や、市内商業施設での啓発パネ
ル展において、「えるぼし」及び「くるみん」の認定制度のリー
フレットを配架し、周知した。
　【展示期間　図書展6/12～27、パネル展9/21～10/4】

拡充・拡大

市内で認定を受けてい
る事業所の紹介や、他
の事業所で実施してい
る事例などを市広報紙
や市ホームページにお
いて照会することを検討
する。

商工課
・市広報紙などに関係記事を掲載するとともに、各機関からの
関係資料を市民ホールなどに配架し、周知した。

成果維持

市ホームページや市広
報紙を活用し、事業所
へ理解の促進と意識の
醸成を図る。

男女共同参
画室

（上記№４に同じ） 成果維持

ワーク・ライフ・バランス
の啓発パネルの展示や
リーフレットの配布など、
啓発の機会や方法を検
討し、広く周知を図る。

4
男女共同参画
推進事例の紹
介

男女共同参画の推進事例
を事業所などに周知する。

5

事業所に向け
た男女共同参
画に関しての
理解の促進と
意識の醸成

男女とも仕事と育児、介護
などを両立できるようにする
ため、多様な勤務制度の導
入や柔軟な働き方の促進な
どを働きかける。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

商工課 （上記№５に同じ） 成果維持
市広報紙への掲載や関
係資料の配架により周
知する。

男女共同参
画室

男女共同参画関連図書展や市内商業施設での啓発パネル
展において、「えるぼし」認定制度のリーフレットを配架し、周
知した。
　【展示期間　図書展6/12～27、パネル展9/21～10/4】

成果維持

関連する研修の案内や
リーフレットの配布など、
積極的に情報提供し、
広く周知を図る。

商工課

・市ホームページにおいて、「いわて女性活躍企業」、「いわ
て子育てにやさしい企業」、「くるみん」などの認定・認証制度
について周知するとともに、各機関からの関係資料を市民
ホールなどに配架した。

成果維持
国や県が行う認定・表彰
制度などを周知する。

男女共同参
画室

・男女共同参画関連図書展や、市内商業施設での啓発パネ
ル展において、「くるみん」認定制度のリーフレットを配架し、
周知した。
　【展示期間　図書展6/12～27、パネル展9/21～10/4】

成果維持
啓発の機会や方法を検
討し、広く周知する。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

市広報紙・ホームページな
どで就業に関する各種情報
を提供する。

商工課
・市ホームページや市広報紙などに関係記事を掲載するとと
もに、各機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し、周
知した。

成果維持
就業に関する情報を提
供する。

図書館

産業政策室

8
ジョブカフェ気
仙への運営支
援

就業を支援しているジョブカ
フェ気仙に対し、補助金を
交付する。

商工課
・ジョブカフェ気仙に対し、補助金を交付した。【１年度当たり
500千円】

成果維持 運営支援を継続する。

6

「女性活躍推
進事業主行動
計画」に基づ
いた女性支援
の推進

事業所が、女性の職業生活
における活躍推進を図るた
めに策定する「事業主行動
計画」に基づいた女性の支
援について、機会を捉えて
情報提供などを図る。

「くるみん」や「いわて子育て
にやさしい企業」など、国や
県が行う認定・表彰制度を
周知する。

　②　就業機会の拡大と就業支援の充実

7
就業に関する
各種情報の提
供 就業に関する各種情報を提

供する。
成果維持

ビジネス支援コーナー
はもとより、支援情報の
包括的な周知を図る。

・市立図書館において、ビジネス関連の書籍を定期的に更新
しつつ、ビジネス支援コーナーを設け、起業及びビジネス関
連の雑誌やパンフレットなどを配架した。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

9
女性等就業相
談員の配置

女性の就業を支援するとと
もに、職場における問題へ
の相談に応じるため、相談
員を配置する。

商工課
・女性等就業相談員が相談に対応した。
　【相談件数　242件（３月末時点）】

成果維持
引き続き相談員を配置
する。

総務課

・市へのインターンシップを受け入れた。
　【令和３年度実績：大学生３人】
・市内中学校で職業講和を行った。
　【令和３年度実績：中学校１校（２年生126人）】

成果維持

新型コロナウイルス感染
症の影響により中止と
なったインターンシップ
もあった。今後は単なる
就業体験に留まることな
く、学生と受入側が共に
効果を実感できるイン
ターンシップのあり方を
検討する。

学校教育課

商工課

11月15日に市内中学校において、企業紹介動画及びオンラ
インを活用し、キャリアチャレンジデイを実施した。
　【参加生徒：257人】

成果維持
より良い就業体験の機
会を提供できるよう、在り
方を検討する。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

11

「むら・もり・う
み 輝 く 女 性
フォーラム」へ
の参加支援

フォーラムへの参加を支援
し 、 男 女 が 対 等 な パ ー ト
ナーとして参画できる農山
漁村社会づくりを推進する。

農林課
・新型コロナウイルス感染症の影響により、研修会などが中止
された。

成果維持

農業現場においては、
依然として男性主導の
場合が多く、男女それぞ
れが、能力を発揮できる
よう、女性の活躍の場の
拡大に向けた支援を展
開する必要がある。

10
職場体験・イン
ターンシップ
の促進

中学生、高校生、大学生な
どを対象とした、多様な職場
での就業体験を促進する。

　③　農林漁業・商工自営業における女性の参画促進
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

12
農産物産地直
売施設視察等
研修事業

先進産直施設の視察研修
など、女性の起業への取組
を推進する。

農林課
・新型コロナウイルス感染症の影響により、取組が実施できて
いない。

拡充・拡大

農業の新たな担い手が
男女問わず少なく、女性
に限らない新規就農者
への支援策を紹介する
とともに、女性農業者の
経営・管理能力、技術の
向上などを図り、経営参
画意識を高める取組が
必要である。

13

岩手県青年・
女性漁業者交
流大会への参
加促進

大会への参加を促進し、男
女が対等に経営に参画でき
る体制づくり及び女性の起
業への取組を推進する。

水産課
・新型コロナウイルス感染症の影響により、大会が中止され
た。

成果維持
大会が開催された場合
は、参加を促進する。

14

気仙地区漁村
青壮年女性研
究グループ活
動実績発表大
会への参加促
進

大会への参加を促進し、男
女が対等に経営に参画でき
る体制づくり及び女性の起
業への取組を推進する。

水産課 ・平成28年度から大会が開催されていない。 成果維持
大会が開催された場合
は、参加を促進する。

15
県下漁協女性
部郡別研修会
への参加促進

大会への参加を促進し、男
女が対等に経営に参画でき
る体制づくり及び女性の起
業への取組を推進する。

水産課
・新型コロナウイルス感染症の影響により、大会が中止され
た。

成果維持
大会が開催された場合
は、参加を促進する。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

16
女性経営者等
研修会への参
加促進

女性経営者や女性自営業
者の資質向上を図るため、
商工会議所主催の研修会
への参加を促進する。

商工課
・岩手県商工会議所女性会連合会オンライン総会へ参加し
た。

成果維持
市ホームページや市広
報紙を活用し、研修会
への参加を促進する。

17
農業委員など
への女性の登
用促進

農業に従事する女性の意見
を各種施策に反映させるた
め、女性の農業委員などへ
の登用を促進する。

農業委員会
事務局など

・農業委員における女性委員の登用率は、33％となってい
る。
・農地利用最適化推進委員における女性委員の登用率は
30％となっている。

拡充・拡大
令和５年度の改選にお
いて、女性委員の登用
率40％を目指す。

農林課

農業委員会
事務局

水産課 実績なし 拡充・拡大
漁業者へ制度の周知を
図るとともに、随時、相
談に対応する。

19
起業に関する
各種支援の推
進

起業における各種補助金な
どに関する情報提供やセミ
ナーの開催などにより、起業
を考えている方や起業して
間もない方を支援する。

産業政策室

・起業・経営等無料相談会を実施した。
　【相談件数2２件】
・女性起業者などのネットワークである「けせん女志会」が、４
月に開催した「オンラインサロン」において、コロナ禍における
参加者の活動状況などについて情報共有を図った。
　【女性起業者　10人参加】

成果維持

・周知方法や申込みの
簡略化、コロナ禍におい
て県外からの相談者に
対応できるよう、オンライ
ンによる相談会の開催
などを検討する。
・女性起業者・経営者
が、積極的かつ自発的
に交流できるよう「けせ
ん女志会」を継続的に
サポートする。

18
家族経営協定
締結促進

女性が共同経営者として農
林漁業に参画するよう、経
営方針の決定や就業条件
などを家族間で定める家族
経営協定の締結を促進す
る。

・16世帯が家族経営協定を締結しているが、新たに１世帯が
契約締結に向けて検討を進めている。

成果維持
認定農業者や新規就農
者の締結を促進する。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

20 延長保育事業
市内の保育所で30分から１
時間、保育時間を延長す
る。

子ども課
・市内９か所の民間保育所・こども園及び３か所の市立こども
園で実施し、保護者の仕事と育児の両立支援を図った。
　【令和３年度利用児童数　306人】

成果維持
事業を継続し、保護者
の就労環境を整備す
る。

21
放課後児童健
全育成事業

保護者が仕事等により昼間
家庭にいない児童を対象
に、放課後児童クラブを開
設する。

子ども課
・７月から、新たに越喜来地区に放課後児童クラブを開設し、
市内全小学校区で、放課後の児童の居場所の確保と健全育
成を図っている。

成果維持

放課後児童クラブを運
営する父母会との連携
を図りながら、子育て家
庭を支援する。

22
地域子育て支
援拠点事業

子育て親子の交流を図り、
育児や保健に関する相談・
指導、乳児保育などを行う。

子ども課

・新型コロナウイルス感染症の影響によって、利用者数などに
制限を設けざるを得なかったものの、市内４か所で地域子育
て支援センターを運営し、子育て親子の交流の促進を図っ
た。
　【令和３年度利用者数　7,132人】

成果維持
事業を継続し、子育て
親子の交流の促進など
を図る。

23
一時預かり事
業

一時的な保育要請に対応
する民間保育所に対し、事
業費の一部を助成する。

子ども課
・市内９か所の民間保育所・こども園及び３か所の市立こども
園で実施し、保護者の仕事と育児の両立支援を図った。
　【令和３年度利用児童数　375人】

成果維持

事業の周知を図り、利用
者数を増やすとともに、
効果的な事業のあり方
を検討する。

24
病後児保育事
業

病気の回復期にあって集団
保育が困難な乳幼児を専用
スペースで一時的に保育す
る。

子ども課
・市内１か所のこども園で実施し、保護者の仕事と育児の両
立支援を図った。
　【令和３年度利用児童数　90人】

成果維持

利用しやすい事業とす
るため、制度の周知を図
るとともに、病児保育の
実施について検討を進
める。

25
ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

子育ての援助を行いたい人
と、援助を受けたい人との相
互援助活動を調整する。

子ども課
・前年度と同様に相互援助活動を調整し、子育てしやすい環
境を整えるとともに、援助を行う人を対象とした講習会を開催
した。

成果維持

利用しやすい事業とす
るため、制度の周知を図
るとともに、子育てを援
助する人を増やすため
の取組を進める。

(2) 家庭生活における男女共同参画の促進

　①　ライフスタイルに応じた子育て支援の充実
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

26
民間保育所・
幼稚園運営支
援

民間こども園・保育所・幼稚
園の運営に要する経費に対
し、補助金を交付する。

子ども課

・民間こども園・保育所・幼稚園の運営を支援するための補助
金を交付した。
　【こども園　５園　2,946,500円】
　【保育所　 ４園　2,054,000円】
　【幼稚園　 １園　   224,500円】

成果維持
引き続き補助金を交付
し、子育て支援の充実を
図る。

27
民間保育所保
育・幼稚園教
育支援

民間こども園・保育所・幼稚
園に、それぞれ２人以上の
児童が在所・在園する際、
その人数に応じて保育料を
軽減する。

子ども課
・多子世帯の経済的負担の軽減を図るため、第３子以降の保
育料の完全無料化のほか、幼児教育・保育の無償化により、
３歳以上児の保育料無料化を実施した。

成果維持

保護者のニーズを把握
しながら事業を推進する
ものの、３歳未満児の保
育料の軽減などについ
て検討する必要がある。

28
私立幼稚園就
園奨励事業

保護者の所得状況に応じて
減免された入園料と保育料
を補助金として民間幼稚園
に交付する

子ども課 （令和元年度に事業終了） 終了・廃止

29
認 定 こ ど も 園
事業

幼稚園と保育所の機能を併
せ持つ認定こども園におい
て、就学前児童に対する教
育、保育及び保護者に対す
る子育て支援を行う。

子ども課
・市立こども園を３施設運営し、就学前の教育ニーズに対応
するとともに、地域の子育て家庭に対する支援を行い、保護
者の就労環境を整備した。

成果維持
引き続き市立こども園を
運営し、保護者の就労
環境を整備する。

30
子ども医療費
助成事業

0歳から高校卒業（18歳到
達の年度末）までの医療費
を助成する。

国保医療課
・県事業の基準に加え、市独自に対象者及び助成範囲の拡
大等により、子育て世代の経済的負担を軽減した。
　【給付件数43,138件、給付額84,703,132円】

成果維持

県の基準に加え、市独
自に対象者及び助成範
囲を拡大する事業を継
続して実施する。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

31 育児支援事業

経過観察を要する幼児の保
護者や育児に不安がある保
護者の育児・発達などに関
する相談に応じるとともに、
発達に心配がある幼児を対
象とした「のびっこ教室」を
開催する。

健康推進課

・集団活動を行う日を「のびっこ教室」、個別発達検査・発達
相談を行う日を「のびっこ相談」と名称変更し、実施している。
・「のびっこ教室」
　【参加者　対象児延べ46人、保護者延べ46人】
※８月・９月は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止
とした。
・「のびっこ相談」は、心理士による個別発達検査・発達相談
を８人に、保健師による個別発達相談を９人に、それぞれ実
施した。

成果維持

発育や育児の状況に応
じた各種相談など、切れ
目のない適切な支援体
制を維持する。

32
家庭児童相談
事業

児童に関する諸問題の相談
や在宅心身障害児療育相
談などに応じる。

子ども課
・相談対応を実施した。
　【相談員２人配置、相談件数94件】

成果維持
相談体制の充実と相談
窓口の周知を図る。

33 婦人相談事業

相談員を配置して、要保護
女子の保護や更生に向け
て、生活や離婚などに関す
る問題の相談などに対応す
る。

子ども課
・相談対応を実施した。
　【相談員１人配置、相談件数延べ58件】

成果維持
相談体制の充実と相談
窓口の周知を図る。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

長寿社会課

・介護保険制度と第８期介護保険事業計画（計画期間：
令和３年度～令和５年度）を市ホームページに掲載し
た。
・介護保険制度に関するパンフレットを市内全世帯に配
布した。

成果維持

地域福祉課 ・各種福祉制度を市広報紙やホームページなどで周知した。 成果維持

　②　介護・福祉サービス、介護予防などの充実

34
介護保険・福
祉制度の周知

介護保険制度などについ
て 、 市 の 広 報 紙 や ホ ー ム
ページ、パンフレットなどに
より周知する。

各種制度を適時適切に
周知する。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

35
一般介護予防
事業

65歳以上の高齢者の生活
機能の維持・向上と社会参
加の促進による介護予防を
目的に、各種介護予防教室
の開催や介護予防ボラン
ティアの養成、住民主体の
通いの場の運営支援などを
行う。

地域包括
ケア推進室

・地区公民館での「元気アップ↑教室」などのほかに、市公式
YouTubeで「自宅でできる筋力アップ」を動画配信した。
・地域で介護予防活動を実践する介護予防ボランティアを養
成した。
・保健師などの講師派遣や運営費補助により、集いの場（サ
ロン）の運営を支援した。
・８箇所の地域公民館を会場に、フレイル予防教室を開催し
た。
・住民主体の通いの場（サロン）を訪問し、活動状況やニーズ
を把握するとともに、サロン主催者を対象として、サロン通信
「かよいのば」を発行した。

成果維持
保健事業と連携して、高
齢者の自立した生活を
支援する。

36
地域包括支援
センター事業

介護予防事業のほか、総合
相談・権利擁護、介護予防
ケアマネジメントの実施など
により、介護だけではなく、
福祉、健康、医療などにつ
いて総合的に支援する。

地域包括
ケア推進室

・地域包括支援センター（市直営）と在宅介護支援センター
（委託、市内４か所）において、介護などの相談に対応した。
・要支援１又は要支援２などの高齢者に対し、自立支援の介
護予防ケアマネジメントを実施した。
・ケース会議・担当者会議、地域ケア会議、医療・介護等多職
種連携会議などを開催して関係職種の資質向上と連携強化
を図った。
・虐待通報への対応や認知症者に対する取組など、高齢者
の権利擁護につながる支援を行った。

成果維持
医療、介護などの多職
種連携により、高齢者の
自立を支援する。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

37
生活支援体制
整備事業

生活支援・介護予防サービ
ス体制の整備を図るため、
サービスの担い手の養成、
サービスの開発、ネットワー
クの構築、ニーズとのマッチ
ングなどを行う生活支援
コーディネーターの配置と
協議組織の設置を図る。

地域包括
ケア推進室

・地区版の地域助け合い協議会（11地区）に対し、財政支援
を含めた活動支援を実施した。
・地区版ので地域助け合い協議会（11地区）の役員及び委員
などを対象として、「地域の実情に応じた助け合い活動」など
について出前講座を実施した。
・各協議会では、生活支援コーディネーターが中心となり、生
活支援（ごみ出し、買い物送迎）と介護予防（多様なサロン活
動）を展開した。
・全地区において、独居高齢者などの「ゆるやかな見守り（声
がけ、気づき）」を実施中である。

成果維持

地域への出前講座など
により、「助け合い協議
会の役割」や「助け合い
活動」の浸透を図る。

38

高齢者及び障
がい者にやさ
しい住まいづく
り推進事業

要援護高齢者及び重度身
体障がい者を対象に、住宅
改善費用の一部を助成す
る。

長寿社会課 ・要援護高齢者対象　６件 成果維持

県補助金（補助率1/2）
の減額により助成件数
が減少しているため、補
助金額の引き上げを要
望する。

39
地域生活支援
事業

障がい者が自立した生活を
営むことができるよう、日常
生活用具の給付をはじめ、
各種サービスを提供する。

地域福祉課

・日常生活用具給付支給決定者　  203人
・移動支援事業利用登録者　　　　 　4人
・訪問入浴事業利用登録者　　　　　 1人
・地域活動支援センター利用登録者 59人
・日中一時支援事業利用登録者　 　32人

成果維持
適切な給付及びサービ
ス提供を図る。

40
家族介護用品
支給事業

在宅の寝たきり高齢者など
を介護している家族に対し、
介護用品（紙オムツなど）を
支給する。

長寿社会課
・家族介護用品支給件数　85件
・支援拡充（対象者要件拡充、支給品目増加、支給上限額引
上げ）を実施した。

拡充・拡大
ニーズを踏まえた支援
拡充に取り組み、家族
介護者を支援する。

41
自立支援給付
事業

障がい者が居宅介護や生
活介護、療養介護、さらに
は就労移行支援、就労継続
支援など自立支援サービス
を受ける場合に、その費用
を給付する。

地域福祉課
・介護給付費支給件数　     3,986件
・訓練等給付費支給件数　  3,213件

成果維持 適切な給付を行う。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

42
生きがいづくり
と社会参加の
促進

老人クラブ育成などの事業
を通じて、高齢者の生きが
いと社会参加を促進する。

長寿社会課
・市老人クラブ連合会対し、運営補助金を交付した。
・ゲートボール大会の運営を支援した。
※コロナ禍により大運動会は中止。

成果維持
高齢者の社会参加など
に必要な事業につき、
活動を支援する。

　③　ひとり親家庭などへの支援の充実

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

43
ひとり親家庭
医療費助成事
業

扶養義務者の所得状況に
応じて、ひとり親家庭などの
児童及びその父母の医療
費を助成する。

国保医療課
・ひとり親家庭の児童（18歳到達の年度末まで）とその父母の
医療費を助成し、子育て世代の経済的負担を軽減した。
　【給付件数6,327件、給付額13,333,710円】

成果維持

自己負担額の軽減によ
り、安心して医療を受け
ることができており、継続
して事業を実施する。

44
児童扶養手当
給付事業

扶養義務者の所得状況に
応じて、ひとり親家庭などの
児童を監護養育している父
母などに手当を支給する。

子ども課 ・受給者264人、支給額126,637,160円 成果維持
制度の周知・啓発を図る
とともに、適正な支給を
実施する。

45
自立支援教育
訓練給付金事
業

扶養義務者の所得状況に
応じて、ひとり親家庭などの
父母が、教育訓練講座を受
講し、修了した場合、経費
の一部を支給する。

子ども課 ・支給実績なし 拡充・拡大 制度の周知を図る。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

46
高等技能訓練
促進事業

扶養義務者の所得状況に
応じて、ひとり親家庭などの
父母が、看護師や介護福祉
士、保育士などの養成機関
で一定期間修業する場合、
修業期間中、一定の給付金
を支給する。

子ども課 ・支給実績なし 拡充・拡大 制度の周知を図る。
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

1

市広報紙への
男女共同参画
に関する情報
掲載（再掲）

男女がそれぞれの身体の特
徴を十分理解し合い、思い
やりを持つことの大切さにつ
いて意識啓発する。

男女共同参
画室

（基本目標1－（1）－②－№4に同じ） 拡充・拡大

情報を収集し、適時適
切な方法により、周知す
るとともに、特に若年層
へ の 意 識 啓 発 に つ い
て、その方法や内容など
を検討し、実施する。

2 学校保健事業

各小・中学校で、総合的な
学習や保健体育の時間を
活用して、児童生徒が生命
の尊重について理解し、男
女平等に基づく異性観や性
に関する正しい知識を身に
つけるよう指導する。

学校教育課

・学習指導要領に基づき、児童生徒の発達段階に応じた適
切な指導を行った。
・生命の尊重に関する理解については、道徳の時間を有効
に活用した。

成果維持
学習指導要領に基づい
た適切な指導を実施す
る。

基本目標４　みんなが健康で安心して暮らせるまち

(1) 生涯を通じた男女の健康づくりの推進

　①　性に対する理解と尊重
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

3
性 的 マ イ ノ リ
ティへの理解
促進

性の多様化における差別や
偏見の解消に向け、市広報
紙などに関連記事を掲載す
る。

男女共同参
画室

・男女共同参画関連図書展において、岩手県男女共同参画
センターが作成した啓発パネルや関連図書などを展示した。
【展示期間　6/12～27】
・市内商業施設において、男女共同参画関連パネル展を開
催し、啓発パネルと関連リーフレットを展示した。　【展示期間
9/21～10/4】
・市内の高校（大船渡高校・大船渡東高校）において、啓発
パネルを展示し、意識啓発を図った。【展示期間　大高10/11
～13、東高11/17～29】
・市職員を対象に、「多様な性（LGBTQ+）」をテーマとした講
座を11月16日に開催した。【39人参加】
・市広報紙の「いきいき通信」において、記事を掲載し、理解
促進を図った。

拡充・拡大

幅広い世代で理解促進
が図られるよう、啓発方
法や内容などを検討す
る必要がある。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

4 母子保健事業
思春期から妊娠、出産、育
児までの一貫した母子保健
サービスを提供する。

健康推進課

・未来かなえ機構と連携し、ＳＮＳで医師と遠隔健康医療相談
ができる「産婦人科・小児科オンライン」を実施した。
・母子健康手帳交付時及び新生児訪問時などにチラシを配
布し、各種母子保健サービスを周知した。
・Ｒ２年度からメールで相談をすると24時間以内に専門医から
返信が届く「いつでも相談」サービスも行っており、利用件数
が増えてきている。
　【Ｒ3年度（1月分まで）の実績】
　　産婦人科オンライン登録数６組　相談件数８件
　　小児科オンライン 登録数28組　相談件数11件
　　いつでも相談　産婦人科108件　小児科120件

成果維持
各種母子保健サービス
について、利用の周知と
内容の充実を図る。

　②　妊娠・出産などに関する健康支援
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

R
元
追
加

子育て世代包
括支援セン
ター事業

妊娠期から子育て期にわた
る切れ目のない支援を実施
する。

健康推進課

・母子健康手帳交付や妊婦の転入の際などに面接を行い、
ハイリスクなどの状況を確認し、必要な支援に結び付けた。
・全妊婦に複数回相談を行うとともに、妊娠期から子育て期に
わたる様々な相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導
を行った。
・産前・産後サポート事業及び産後ケア事業を実施した。
・新たに子育て支援アプリを導入し、子育て世代包括支援セ
ンターのサービスのほか、適時適切に情報を発信した。

成果維持

妊娠から出産・子育てま
での切れ目のないきめ
細やかな支援を実施す
る。
産前・産後サポート事業
及び産後ケア事業の利
用者のフォローを行う。
子育て支援アプリの活
用を促すとともに、情報
発信の充実を図る。

5
妊婦健康管理
事業

母子保健法に基づく母子健
康手帳の発行、妊婦健康診
査費用の公費負担、パパマ
マ教室の開催などを実施す
る。

健康推進課

・妊娠届により、母子健康手帳と併せて妊婦健康診査受診票
と新生児聴覚検査受診票を交付して受診を促すとともに、受
診費用を助成した。
・新たに産婦健康診査について、受診票の交付と、受診費用
の助成を実施した。

成果維持

順調な妊娠期間を経
て、産後も安心して育児
ができるよう、切れ目の
ない支援を行う。

6

妊娠中・出産
後の女性に対
する健康管理
措置の周知

労働基準法及び男女雇用
機会均等法に規定されてい
る母性健康管理対策の措
置について、周知・啓発を
図る。

商工課
・各機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し、周知し
た。

成果維持
市ホームページや広報
紙を活用し、周知・啓発
を図る。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

7 健康診査事業
健康増進法に基づく健康診
査や検診、保健指導などを
実施する。

健康推進課
・生活習慣病の予防をするため、各種健康診査・がん検診及
び保健指導を実施し、市民の健康増進を図った。

成果維持
未受診者への受診を勧
奨し、受診率向上を図
る。

　③　生涯にわたる心身の健康づくり支援
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№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

8 健康教育事業

生活習慣病などをテーマに
健康教室を開催するととも
に、市広報紙などで健康づ
くりについて啓発する。

健康推進課

・新型コロナウイルス感染症の影響により、講演会や各種健
康教室は実施しなかった。
・市広報紙のほか、「健康情報誌おおふなと」を作成・配布し
て健康情報を発信した。
・県や国の健康チャレンジウォークやWEBコンテンツを市のツ
イッターやLINEで情報発信した。
・国民健康保険加入者を対象に禁煙教室を実施した。

成果維持

40～50歳代に向けた取
組が少ないことから、年
代ごとのライフスタイルな
どに合わせた取組を検
討する。

9
食生活改善事
業

食生活改善講習会をはじ
め、各種料理教室などを実
施する。

健康推進課

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大により中止していた食
生活改善推進員養成教室を実施した。
　【全４回開催、３人参加】
・食生活改善推進員を対象とした、スキルアップ研修を実施し
た。
　【２回開催、17人参加】
・「お父さんといっしょ！ウインタークッキング」を実施した。
　【1回開催、５組11人参加】
・食生活改善推進員団体主催の男性を対象とした料理教室
を実施した。
　【１回開催、６人参加】
・コンビニエンスストアのバランス食の掲示の事業評価のため
アンケート調査を実施した。
・市内コンビニエンスストアでバランス食の掲示を行うなど、普
及に取り組んだ。
・健康のおすそわけレシピを作成し、食生活改善推進員を通
じて市民に配布するとともに、市ホームページに掲載した。

成果維持
当市の健康課題である
「糖尿病」及び「高血圧」
予防を重点に取り組む。

10
健康維持増進
事業

働く婦人の家事業の一環と
して、健康体操やヨガ、舞踊
などの講座の開催や活動場
所の提供を行う。

商工課
・各種講座の開設や活動場所の提供を行った。
　【15講座開設　延べ420人参加】

成果維持

コロナ禍での講座の開
催について検討を重ね
ながら、活動場所を提供
する。

- 31 /35　-



№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

11
家庭訪問指導
事業

心身の健康状態に不安が
あり、看護師や保健師など
専門職の支援が必要と判断
された方に対し、他機関との
連携を図りながら、各種の
継続支援を行う。

健康推進課
・支援が必要な市民に対し、保健師、栄養士などが訪問し、
指導や助言を行った。
　【対象者　延べ31人】

成果維持
関係機関との連携を図り
ながら、継続して実施す
る。

12
ゲ ー ト キ ー
パー養成事業

自殺予防対策の一環とし
て、うつ病、アルコール問題
などについての知識及び対
応・見守り法の習得を促す
など、地域で支え合う体制
づくりを推進する。

地域福祉課

・ゲートキーパー養成研修を実施
　【計４回実施、延参加人数  89人（職域19人、中学校46人、
民生委員10人、市職員14人）】
・市広報紙(9月6日号)と、自殺対策強化月間企画図書展(3
月)において、ゲートキーパー養成研修の実施について周知
した。

成果維持
継続して事業を実施す
る。

13
心の健康相談
事業

大船渡地域こころのケアセ
ンターなどの関係機関と連
携し、東日本大震災などの
ストレスによる心の相談に応
じるなど、心のケアを行う。

地域福祉課
・相談対象人数　延べ445人
　（内訳：訪問86人、電話相談239人、来所相談120人）

成果維持
継続して事業を実施す
る。

14
被災者心の健
康づくり事業

東日本大震災による被災者
を対象としたメンタルヘルス
ケアや遺族支援としてのグ
リーフケアを行う。

地域福祉課
・被災者の支援者となる傾聴ボランティア実践者を対象とした
グリーフケア・セミナーを実施した。
　【12月に１回実施、22人参加】

成果維持
継続して事業を実施す
る。

15
心の教室相談
員配置事業

市内中学校全校に相談員
を配置し、生徒の心のケア
を行う。

学校教育課
・心の教室相談員を各中学校に配置し、スクールカウンセ
ラーとの連携を図りながら、悩み相談など児童生徒に寄り
添った支援を実施した。

成果維持
今後も一定数の相談員
を確保しながら、適切な
支援活動を実施する。
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子ども課 ・相談件数　延べ7件 成果維持
相談窓口の周知を図
る。

男女共同参
画室

・ＤＶ相談窓口カードを市内公共施設などへ配架したほか、
関連図書展やパネル展においてもリーフレットなどを配架し、
周知した。
・市広報紙の「いきいき通信」に、「女性に対する暴力をなくす
運動」と全国共通ナビダイヤルの記事と、いわて男女共同参
画サポーターの会気仙ブロックとおおふなと男女共同参画「う
みねこの会」が実施した、「ＤＶ・デートＤＶに関する研修会」と
街頭啓発活動の記事を掲載し、周知を図った。
・前年度と同様に、いわて男女共同参画サポーターの会気仙
ブロックとおおふなと男女共同参画「うみねこの会」による、
「女性に対する暴力をなくす運動」に係る街頭啓発活動に使
用する啓発グッズの収集などについて調整。

拡充・拡大
女性だけではなく、男性
や子どもに対する周知・
啓発方法を検討する。

商工課
・市ホームページや市広報紙などに関係記事を掲載するとと
もに、各機関からの関係資料を市民ホールなどに配架し、周
知した。

成果維持

市ホームページや市広
報紙などに関係記事を
掲載し、意識啓発を図
る。

男女共同参
画室

・男女共同参画関連図書展において、ハラスメント関係図書
を展示し、意識啓発を図った。
・市職員を対象とするハラスメント対策の研修会を11月10日
に実施した。（総務課主催）
　【63人参加】

拡充・拡大

ハラスメントの種類は50
種類を超え、年々増加し
ていることから、情報提
供や周知する機会を増
やすことが必要である。

(2) 男女間の暴力の根絶

　①　暴力の根絶に関する啓発

16
Ｄ Ｖ な ど の 相
談窓口周知

情 報 紙 の 発 行 、 チ ラ シ や
カードの配布などを通じて、
ＤＶやセクシュアル・ハラスメ
ントなどの暴力防止のため
意識啓発、相談窓口の周知
などを行う。

17

あらゆる場に
おけるハラスメ
ント防止の働
きかけ

市広報紙やホームページで
の周知により、事業所など
への意識啓発を行う。
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子ども課
・デートDVに関する相談などは寄せられていないが、関係機
関と情報共有を図った。

成果維持
今後も関係機関と情報
共有を図る。

男女共同参
画室

・男女共同参画関連図書展において、岩手県男女共同参画
センターが作成した啓発パネルや関連図書などを展示した。
【展示期間　6/12～27】
・市内商業施設において、男女共同参画関連パネル展を開
催し、啓発パネルと関連リーフレットを展示した。【展示期間
9/21～10/4】
・市内の高校（大船渡高校・大船渡東高校）において、啓発
パネルを展示し、意識啓発を図った。【展示期間　大高10/11
～13、東高11/17～29】
・市広報紙の「いきいき通信」において、いわて男女共同参画
サポーターの会気仙ブロックとおおふなと男女共同参画「うみ
ねこの会」が実施した、「ＤＶ・デートＤＶに関する研修会」と街
頭啓発活動の記事を掲載し、周知を図った。

拡充・拡大

更なる意識啓発を図る
ため、講座などの開催に
ついて検討する。
若者の情報収集は、イ
ンターネットの利用が主
であるため、ＳＮＳを活
用した情報発信につい
て検討する。

№ 事業（取組）名 内　　　容 主管課等 令和３年度取組状況 今後の方向性
目標値達成に向けた
課題・今後の対応など

19
婦人相談事業
（再掲）

相談員を配置して、要保護
女子の保護や更生に向け
て、生活や離婚などに関す
る問題の相談及びＤＶに係
る関係機関との連携に対応
する。

子ども課 （基本目標３－（2）－①－№33に同じ）

20
人権擁護事業
（再掲）

人権侵害などの相談に応
じ、助言や専門機関への紹
介を行う。

市民環境課 （基本目標１－（１）－①－№１ に同じ）

18
デートＤＶ防
止の啓発

交際相手への暴力である
デートＤＶの防止について、
市広報紙などで関連情報を
周知するとともに、高校生を
対象とした出前講座などを
開催する。

　②　被害者の相談及び支援体制の充実
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子ども課 ・一時保護施設への入所支援については実績なし 成果維持
速やかな入所支援を実
施する。

市民環境課
・DVなどの被害者から住民基本台帳事務における支援措置
の申出があった際に、被害者の情報が加害者に知られない
よう住民票の写しなどの発行・閲覧を制限した。

成果維持
適切な対応を継続す
る。

21
関係機関との
連携強化

被害者の情報が加害者に
知られないよう住民票の写
しなどの発行・閲覧の制限
や一時保護施設への入所
支援などを行う。
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